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第43回 通常総代会日程

日　時     令和 ５ 年 ６ 月12日㈪　午後 2 時00分から

場　所     大津合同庁舎　 ７ 階　 ７ -D会議室
　　　     （滋賀県大津市松本一丁目 2 番 1 号）

次　　　第

１．開　会

２．理事長あいさつ

３．総代会成立宣言

４．議長選出

５．書記の任命

６．議　事
第 １ 号議案　令和 ４ 年度事業報告、決算報告および剰余金処分（案）

ならびに監査報告について
第 ２ 号議案　令和 ５ 年度事業計画および収支計画（案）について
第 ３ 号議案　定款の一部改正（案）について
第 ４ 号議案　役員の改選について

７．閉　会
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第 1 号議案

　令和 4 年度事業報告、決算報告および
　　剰余金処分（案）ならびに監査報告について
──────────────────────────────────────────

Ⅰ　事業報告
1 ．概　　況

当組合は、長年、現役組合員の減少や生活スタイルの変化、購入先・購入方法の多様化などに
より供給高の減少が続くとともに、人件費をはじめとする固定費の高止まり、さらに近年の新型
コロナウイルス感染症の影響も加わり、厳しい運営を続けてきました。

このような中で、令和 ４ 年度は組合員の職場生活の支援とともに、収益の確保と人件費の削減
を柱に経営改善に取り組みました。その概要は、次のとおりです。

売店事業（県庁売店）では、ニューヤマザキデイリーストアとして ４ 年目の運営となりました。
供給高は、全体の供給高に占める比率が大きい弁当などが減ったため、全体では昨年度より減少
となりました。

販売サービス事業のうち旅行部門では、新型コロナウイルス感染症の流行が落着き、旅行契約
が見込める国や県の各種キャンペーンが再開されたことと、年度末の事業終了に伴い使用期限が
延長されていたリフレッシュ券の利用もあり、供給高は前年度を大きく上まわりました。

食堂事業では、 ４ 食堂（守山、湖東、湖北、高島）を運営しましたが、湖東を除く食堂におい
て供給高が減少しました。

団体保険事業では、グループ保険の制度変更を行うとともに、手ごろな保険料と充実した保障
をアピールしましたが、加入者の増加には繋がりませんでした。

こうしたことから、令和 ４ 年度の供給高は、２２8,08２千円と前年度に比べ6１,４３0千円の増加、
これに手数料を加えた総供給高は、２76,３90千円と同じく５,8２9千円の増加となりました。経費を
差し引いた事業損益では１,969千円の剰余、これに事業外損益等を加えた当期剰余は１,8３３千円と
なり、二期連続の黒字決算となりました。

2．収支実績（平成30年度～令和４年度） 　（単位：千円）

項　　　　目 H30 R １ R ２ R３ R４
事業総剰余（総利益）� （1） 113,117 112,803 88,267 87,323 91,981
人 件 費� （2） 101,659 92,523 70,872 69,903 70,121 
物 件 費� （3） 29,128 33,071 21,154 19,346 19,891 
事 業 剰 余� �（4 ＝ 1-2-3） ▲17,670� ▲12,790� ▲3,759� ▲1,926 1,969 
事業外損益・特別損益等� （5） ▲3,607� ▲3,052� 527� 6,142� ▲136 
当 期 剰 余� （4 ＋ 5） ▲21,277 ▲15,842 ▲3,232 4,215� 1,833 

3．事業別報告
⑴　売店事業

県庁売店と職員会館等に設置の８箇所の地方売店では、安全で安心な商品を安価に購入できる
よう職場生活の必需品を中心に品揃えをしました。

全体の供給高は79,6２４千円（対前年度比98.0％）で、前年度と比較して１,５9５千円の減少とな
りました。
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県庁売店では、コンビニ専用商品（チルド商品など）、CO-OPのアウトレット商品、野菜や果
物等の産地直送商品などの販売に力を入れました。また、公共料金の収納代行やキャッシュレス
化によるクレジットカードや電子マネーの利用が増えています。JR大津駅前のスーパーマーケッ
トや新型コロナウイルスの影響があり、来店客数8３２名/日（対前年度比9５.7％）・供給高２60千円
/日（対前年度比9３.8％）となり、前年度と比べ減少しました。その他に、飲料の特売、共同作
業所の物品販売や焼きたてパンの出張販売などを行いました。供給高は、6５,08２千円（対前年度
比97.３％）で前年度と比べ１,8１9千円の減となりました。

地方売店では、売り場面積の制約から取扱商品の種類は少ないものの、地域で生産された果物
や野菜等を扱うなど地産地消の運営を心掛けた結果、供給高１４,５４１千円（対前年度比１0１.6％）で、
前年度と比較して僅かながら増加しました。

全店舗において、環境に配慮した取組としてレジ袋辞退の呼びかけを行い、ほとんどの組合員
から協力をいただくことができました。
■年度別推移（平成30年度～令和４年度） （単位：千円）

項　　　　目 H30 R １ R ２ R ３ R ４
供 給 高 71,023� 82,566� 81,700� 81,219� 79,624�
手 数 料 580� 738� 959� 624� 598�
総 利 益（粗利） 17,413� 25,690� 26,341� 26,563� 25,390�

⑵　物資あっ旋事業
物資あっ旋は、多様化する組合員のニーズに応えるため、“より良い商品をより安く”を基本に

行いました。
供給高は、家庭用常備薬１,２8３千円（３回）、地酒769千円、衣料品など４78千円、中元・歳暮

7２7千円の実績がありました。
また、他府県庁生協とも連携し、りんご（青森県庁生協）、ズワイガニ（福井県庁生協）、干い

も（茨城県庁生協）などの名産品（6３0千円）をあっ旋しました。
供給高は、３,8５8千円（対前年度比５５.３%）と前年度より３,１１8千円の大幅な減少となりました。

■年度別推移（平成30年度～令和４年度） 　（単位：千円）

項　　　目 H30 R １� R ２ R ３ R ４
供 給 高 7,131� 5,676� 5,396� 6,977� 3,858�
手 数 料 �99� 91� 36� 　0� 　７ �
総 利 益（粗利） 615� 611� 803� 1,056� 587�

⑶　指定店事業
紳士服では、洋服の青山が全国の店舗で割引販売が利用できることから8,0４２千円（対前年度

１１１.8％）、紳士服のAOKIが４8１千円（対前年度４４.１％）の実績がありました。
ハウジング事業では、年２回の住宅相談アンケートの実施、チラシ配布による住宅情報等の提

供などにより、組合員の持ち家取得を支援するとともに、マンションを含む新築竣工のお祝い金
制度を実施し、９件の成約でした。

三井住友VISAコーポレートゴールドカードは、新規に２件の申し込みがありました。
インターネット販売では、価格面で競争が激化するとともに、家電製品を中心としたジョーシ

ンe-shop２１では、契約内容の変更以来、手数料が大幅に減少しています。
■年度別推移（平成30年度～令和４年度） （単位：千円）

項　　　　目 H30 R １� R ２ R ３ R ４
供 給 高 846� 688� �0� 23� 0�
手 数 料 4,687� 4,259� 3,186� 2,856� 4,049�
総 利 益（粗利） 4,687� 4,331� 3,186� 2,858� 4,049�
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⑷　販売サービス事業（旅行部門）
近年、店頭販売から非対面のインターネット販売に移行し、厳しい運営を強いられている中で、

さらに令和２年から続く新型コロナウイルス感染症のため、来店者が減少していたことから令和
４年度は専任の職員１名とパート職員１名で運営を行いました。しかしながら、今後も厳しい運
営が続くと予測されたため、令和５年３月末をもって事業を終了することとしました。

幸いにも、今年度においては、新型コロナウイルス感染症が落着き、旅行契約が見込める国や
県の各種キャンペーンが実施されたことと、旅行事業終了に伴い使用期限が延長となっていた３
年度分のリフレッシュ券の利用（30,468千円）もあり、供給高は、１１7,097千円（対前年度比
253.2%）と大幅に伸びましたが、コロナ前の供給高までには至りませんでした。

また、新幹線切符の取扱については、２,8５6千円（対前年度比43.3%）となりました。
■年度別推移（平成30年度～令和４年度）　 （単位：千円）

項　　　　目 H30 R１� R ２ R ３ R ４
供 給 高 240,763� 233,570� ���64,336 52,847 119,954�
手 数 料 13,707� 15,455� 5,271� 4,330� 728�
総 利 益（粗利） 12,577� 13,797� 5,009� 4,602� 11,368�

⑸　販売サービス事業（旅行部門を除く）
切手・印紙の売捌き業務、江若・湖国バス回数券の販売、宅急便取次等と名刺印刷に取り組み

ましたが、供給高は２,6１５千円（対前年度比93.6％）で１77千円の減少となりました。
なお、名刺については、環境に配慮した取組として、再生紙や琵琶湖のヨシを原料とした台紙

を使用するとともに、滋賀県のイメージアップに資する県イメージキャラクター「キャッフィー」・
「うぉーたん」、「国体」、「植樹祭」、「SDGs」、「すまいる・あくしょん」の絵柄やロゴが入った
ものを取り扱いました。
■年度別推移（平成30年度～令和４年度）　　 （単位：千円）

項　　　　目 H30 R１ R 2 R ３ R ４
供 給 高 6,043� 4,553� 3,258� 2,793� 2,615�
手 数 料 193� 134� 65� 56 60�
総 利 益（粗利） 447� 693� 497� 370 162�

⑹　利用事業
守山・湖東・湖北・高島の食堂では、おいしくて健康に配慮した献立とすることを目標にみず

かがみをはじめとする近江米などを用いた定食等を提供しました。また、毎週、守山を除く食堂
の週間献立表を庁内LAN掲示版に掲載しました。

全体の供給高は、１１,67３千円（対前年度比93.4％）の実績で、各食堂別では、湖東が前年度比
約１.２倍に増加した以外は軒並み減少し、原価率も悪化していることから運営は大変厳しい状
態が続いています。

飲料自販機（県庁売店 ２ 台・湖東売店 １ 台）では、6１３千円（対前年度比１３8.6％）の手数料収
入となりました。
■年度別推移（平成30年度～令和４年度）　 （単位：千円）

項　　　　目 H30 R１ R ２ R ３ R ４
供 給 高 59,839� 43,438� 12,733� 12,497� 11,673�
手 数 料 538� 474� 449� 442� 613�
総 利 益（粗利） 31,274� 22,892� 7,036� 6,687� 6,101�
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⑺　団体保険事業
グループ保険では、４月に中途募集を行い１５件の新規加入がありました。７月の本更新では、

新型コロナウイルスも幾分治まった中での推進でしたが、グループ保険のメリットや健康サポー
ト・キャッシュバック特約の導入（同意確認は加入者の6４.４%）などを組合員にアピールしまし
た。しかしながら、昨年度と比べて加入者を増やせず、手数料は５２２千円の減少となりました。

なお、新型コロナウイルスの感染による保険金の請求（令和３年１１月～令和４年１0月）が１１0
件あり、支払金額は４,１１8千円でした（令和４年度中のコロナ分請求は１7５件）。

団体保険、簡易保険、ガン保険等では、新規契約が少なかったことや定年退職・保険見直しな
どによる解約で、手数料は前年度に比べ70４千円の減少となりました。

全体の手数料は、３0,89２千円（対前年度比96.２%）で、前年度より１,２１8千円減少しました。

令和４年度団体保険取扱実績
保険の種類 件数 取扱高（千円） 手数料（円） 対前年度比（%）

グ ル ー プ 保 険 11,661 293,162 18,163,334 97.2

グ ル ー プ 保 険（生保） ２,8２6 ５6,9４8 １,708,４４２ 96.３

ケ ガ 入 院 保 険（損保） ２,8２6 ２8,１7５ 6,３１6,7１9 97.５

医 療 保 険（生保） １,５４２ ３9,２３５ ３,9３２,５9１ 9４.４

医 療 保 険（損保） 9４２ １0,088 ２,２6１,５8５ 99.6

重 病 克 服 8５0 ３6,４00 １,09２,0１9 99.４

退 職 後 継 続 １7２ ４,１１４ １２３,４３５ 9１.１

長 期 家 族 サ ポ ー ト ２,0４１ 7４,9４４ ２,２４8,３１8 99.４

ス テ ッ プ ア ル フ ァ １7１ １,9１４ ２9２,３１0 96.7

積 立 年 金 保 険 ２9１ ４１,３４0 １87,9１５ 86.５

団 体 保 険（10社） ２,５06 ３３9,１２３ １0,２４9,8２6 9３.４

簡 易 保 険 ２0 ３,76１ 77,４88 7２.0

ガ ン 保 険 ３２４ １２,668 ３8,0３8 88.２

自 動 車 保 険 等 ４１３ １３,07４ ４76,２87 １１0.9

賠 償 責 任 保 険 等 8３１ ４,67３ ３9５,8４３ １0４.２

■年度別推移（平成30年度～令和４年度） （単位：千円）

項　��　目 H30 R １ R ２ R ３ R ４
グループ保険手数料 18,706 18,481 19,610 18,686 18,163
そ の 他 保 険 手 数 料※ 16,247 14,801 13,301 13,424 12,729

計 34,953 33,281 32,911 32,110 30,892
※配当金手数料等を含む

⑻　例規追録事業
例規追録の取扱は、例年とほぼ同額の１0,３５５千円（対前年度比１00.6%）の供給高となりました。

■年度別推移（平成30年度～令和４年度） （単位：千円）

項　　　　目 H30 R １ R ２ R ３ R ４
供 給 高 10,083 10,298 10,192 10,293 10,355
総 利 益 （粗利） 2,019 2,060 2,039 2,054 2,071
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⑼　受託事業
県から職員会館運営管理等業務を受託し、 8 施設の円滑な管理運営に努めました。また県職員

互助会が行うカフェテリアプランの業務委託も引き続き受託しました。

⑽　その他事業
生協の利用促進を図るため、ホームページや庁内LAN掲示版「全庁向けお知らせ」、LINE（登

録人数：５３２人）により、積極的に情報の提供を行いました。
また、「職員生協ニュース」を毎月約４,700部発行し、事業案内やお買い得商品、旅行情報等を

提供しました。
１２月１５日から１6日まで毎年恒例の「感謝祭」を開催し、多くの組合員にご参加をいただきました。
地方支部組合員の利用促進を図るため、生協の配送車で各支部へ週一回の定期配送を実施しま

した。

４．経営改善の取組等
平成１7年度から令和 ２ 年度まで赤字決算が続き、赤字を補填してきた積立金がピーク時と比べ

て ４ 分の １ 弱まで減少していることから、「経営改善の方策について」（令和 ３ 年 ２ 月策定）に基
づく取組を引き続き実施しました。また、 ３ ⑷で記したとおり、旅行事業を年度末で終了しまし
た。

計画では、令和 ３ 年度から毎年度、事業運営の改善により４,000千円の収益を確保するとともに、
人件費を6,000千円削減することとしています。令和 ４ 年度において、事業については、総利益（粗
利）でみると４,6５8千円の増加となり、人件費については、夏と冬の賞与を計画どおり（管理職（ ２
名）▲５0％･管理職以外の営業員を含む正職員（ ４ 名）▲４５％・嘱託員（ １ 名）▲２２.５％）カッ
トを行い約３,900千円（法定福利費を除く）の削減となりました。また、希望退職を募集したと
ころ、 ２ 名の正職員の応募があり年度末に退職となりました。

なお、年度末の事業実績や次年度の収支予想から、令和 ５ 年度の賞与については、カットを実
施しないこととしました。これに伴い、今後、計画の達成状況について理事会で検討のうえ、必
要があれば計画の見直し、または新しい事業計画を策定します。
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５．組織の概況
⑴　運営組織（令和 ５ 年 3 月31日現在）

組　　合　　員

協力委員 協力委員 協力委員 協力委員 協力委員

総　　代

協力委員会議 総 代 会

監　　　　査 理 事 会   （理事１３人）

 （監事２人）
理 事 長

副理事長

専務理事

事務局長

事務局次長

総務・業務係 たびランド

【県庁売店】

  ６地方支部（南部・甲賀・東近江・湖東・湖北・高島）
      （売店：６地方支部・守山・木之本　　　地方食堂：３地方支部（湖東・湖北・高島）・守山）
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⑵　総代会の議決状況

 総 代 会 開 催 日  　     令和４年６月１４日（火）

 総 代 会 開 催 日 現 在 の 総 代 数          　 ３４３人

出 席 総 代 数

本人（委任出席含む）            　２7人

  　書面決議             ２５7人

       計             ２8４人

  （ 重要な議事および議決事項 ）
 第１号議案　令和３年度事業報告、決算報告、剰余金処分（案）および監査報告について
 第２号議案　令和４年度事業計画および収支計画（案）について
 第３号議案　定款の一部改正（案）について
 第４号議案　監事監査規則の一部改正（案）について
 第５号議案　役員の補充選出について

⑶　理事会の開催状況

区 分 開 催 年 月 日      協　　　議　　　事　　　項

第 １ 回 令和 ４ 年 ５ 月１0日 ⑴ 第４２回通常総代会の開催について
⑵ 第４２回通常総代会の提出案件について
⑶ 定款の一部改正（案）について
⑷ 役員の補充選出について
⑸  職員（パート職員を除く）の期末勤勉手当（夏季）の支給について

第 ２ 回 令和 ４ 年 6 月１４日 ⑴ 役員（理事長）の互選について         　　【書面】

第 ３ 回 令和 ４ 年 9 月 8 日 ⑴ 食堂事業と旅行事業の現状と課題ならびに方向について

第 ４ 回 令和 ４ 年１１月１0日 ⑴ 令和４年度中間決算および監査報告について
⑵ 旅行あっ旋事業（たびランド）の廃止について
⑶ パート職員の賃金改定について
⑷ 職員（パート職員を除く）の令和４年１２月支給の賞与について
⑸ 食堂メニューの料金改定について
⑹ 希望退職の募集について

第 ５ 回 令和 ５ 年 １ 月２５日 ⑴ ２0２３年度経営リスク保険の加入について　【書面】

第 6 回 令和 ５ 年 ３ 月２２日 ⑴ 令和５年度事業計画および収支計画（案）について
⑵ 旅行あっ旋事業の廃止に伴う定款、諸規程の改正について
⑶ 退職者の組合員資格継続に関する規程の制定について
⑷ 職員（営業員）の昇格について
⑸ 顧問の職の設置について
⑹ 職員（パート職員を除く）の賞与について
⑺ 嘱託員およびパート職員の退職餞別金支給規程の制定について
⑻ 理事長の利益相反取引に係る承認について
　（職員会館食堂・喫茶室等経営委託）
⑼ 理事長の利益相反取引に係る承認について
　（カフェテリアプラン業務委託）
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⑷　支部別協力委員会議の開催状況
支部別協力員会議は、新型コロナウイルス感染症拡大のため、昨年度に引き続き開催を中止し

ました。

⑸　施設の状況

区　分
施設名 所　　在　　地 建　物

延床面積　㎡
⑴ 本 　 部 大津市京町 ４ - １ - １ 　　 78.５４
⑵ 店 　 舗

県 庁 売 店 大津市京町 ４ - １ - １ 　  ２５6.２8
南 部 売 店 草津市草津 ３ -１４-7５   　  ２.５9
守 山 売 店 守山市守山 ５ - ５ -２6     　１.6４
甲 賀 売 店 甲賀市水口町水口6２00 　 　１0.５１
東 近 江 売 店 東近江市八日市緑町 7 -２３  　 　３.３３
湖 東 売 店 彦根市元町 ４ - １ 　 　２２.５0
湖 北 売 店 長浜市平方町１１５２- ２ 　　 １１.２0
木 之 本 売 店 長浜市木之本町黒田１２３４ 　　 １9.80
高 島 売 店 高島市今津町今津１7５8 　　　５.9５
た び ラ ン ド 大津市京町 ４ - １ - １      ３7.１8

⑶ 食 　 堂
守 山 食 堂 守山市守山 ５ - ５ -２6 　　 ４１.76
湖 東 食 堂 彦根市元町 ４ - １ 　   9２.00
湖 北 食 堂 長浜市平方町１１５２- ２  　  6５.１0
高 島 食 堂 高島市今津町今津１7５8 　 　79.１0

⑷ そ の 他
書 類 倉 庫 大津市京町 ４ - １ - １ 　   ４１.6１

⑹　組合員数および組合員出資金の状況

区　　　分 組合員数 口 数 組合員出資金総額

前 期 末 現 在 　　５,２0５人 　 7,8２0口   　　１５,6４0,000円

当 期 増 加 分 　　　 ２５9人 　　　２５9口 　  　　　５１8,000円

当 期 減 少 分 　　　 １8３人 　　　３7４口 　　　　　7４8,000円

当 期 末 現 在 　　５,２8１人 　 7,70５口   　　１５,４１0,000円
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⑺　役員の状況 （令和 ５ 年 3 月31日現在）

役　　名 氏　　　　名 　所　　　　属 現職就任日

理 事 長 河　瀬　隆　雄 総務部 令和 ４ 年 6 月１４日

副 理 事 長 杉　本　　　高 滋賀県職員組合 令和 ３ 年 6 月１１日

専 務 理 事 堀　川　　　亨 滋賀県職員生活協同組合 平成３0年 6 月 8 日

理　　 事 山　田  忠  利 総務部 令和 ４ 年 6 月１４日

理　　 事 堀　井　郁　夫 総務部総務課 令和 ３ 年 6 月１１日

理　　 事 酒　見      淨 総務部人事課 令和 ４ 年 6 月１４日

理　　 事 久　野　眞　一 総務部総務事務・厚生課 令和 ４ 年 6 月１４日

理　　 事 北　川　純　二 南部土木事務所 令和 ４ 年 6 月１４日

理　　 事 西　岡  正　光 自治労滋賀県職員労働組合 平成２２年 6 月１１日

理　　 事 森　川　　　学 自治労滋賀県職員労働組合 令和 ２ 年 6 月１５日

理　　 事 谷　田　　　誠 滋賀県職員組合 令和 １ 年 6 月 8 日

理　　 事 山　本　龍　仁 湖東農業農村振興事務所 令和 １ 年 6 月 8 日

理　　 事 篠　村　靖　子 総合企画部統計課 令和 １ 年 6 月 8 日

監　　 事 澤　野　宏　和 会計管理局 令和 ４ 年 6 月１４日

監　　 事 長　坂　幸　一 長浜土木事務所 平成２7年 6 月 ５ 日

⑻　職員の状況  （令和 ５ 年 3 月31日現在）

区　　　　　　　分 男 女 合計または平均

職 員 数 １人 ４人 　５人

平 均 年 齢 　　５7歳 　５１.３歳 ５２.４歳

平 均 勤 続 年 数 　　３２年 　１３.３年 １7.0年

定 時 職 員
総 　 　 　 数 − ２２人 ２２人

正 規 換 算 数 − 　１４.8人 １４.8人

注） 定時職員の正規換算は、１日７時間４５分を基準とする。
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 ６．事業の概要
⑴　主な事業の内容

事 業 種 目 主 な 事 業 等

供 給 事 業 売店（菓子類・パン・飲料・日用品・雑貨）、例規追録他

利 用 事 業 食堂、飲料販売機

販売サービス事業 旅行、バス回数券、名刺等印刷、印紙・切手等、宅急便取次等

保 険 事 業 グループ保険、一般生命保険・簡易保険・ガン保険、損害保険（自動車保険・
公務員賠償責任保険・総合団体賠償保険）等

⑵　事業の経過および実績 （単位：千円）

項　　目 令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度

組 合 員 数 ５,２8１人 ５,２0５人 ５,２４9人 ５,２１8人

出 資 金 額 １５,４１0 １５,6４0 １6,４08 １6,86２

供 給 高 ２２8,08２ １66,6５２ １77,6１7 ３80,79２

手 数 料 収 入 ４8,３07 ５１,４４0 ５３,３２２ 6３,88１

供 給 総 利 益 9１,98１ 87,３２３ 88,２67 １１２,80３

事 業 利 益 １,969 １,9２6 ３,7５9 １２,790

経 常 利 益 １,9１7 ３,6１１ ４５0 △１２,４00

当 期 剰 余 金 １,8３３ ４,0２５ △３,２３２ △１５,8４２

総 資 産 １４6,8１５ １４５,５6５ １４５,５４6 １7１,１５7

自 己 資 本 88,２7１ 86,667 8３,４09 87,09５

⑶　事業の状況
① 部門別・業態別供給高の状況 （単位：千円）

項　　目 令和４年度 令和３年度 令和２年度 令和元年度

店 舗 79,6２４ 8１,２２0 8１,700 8２,５67

カタログあっ旋 ３,8５8 6,977 ５,３96 ５,676

指 定 店 0 ２３ 0 689

販 売 サ ー ビ ス １２２,５70 ５５,6４１ 67,５9４ ２３8,１２４

食 堂 １１,67４ １２,４97 １２,7３４ ４３,４３8

そ の 他 １0,３５6 １0,２9４ １0,１9３ １0,２98

計 ２２8,08２ １66,6５２ １77,6１7 ３80,79２
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②供給高の事業所別内訳 （単位：千円）

売　店
販売サービス
バス回数券・
切手・印紙・

名刺印刷

食　堂 旅行・新幹線
切符等

物資あっ旋・
指定店・
例規追録

計食料品・
日用品・
嗜好品等

本 部 6５,08２ ２,6１５ ＊ １１9,9５４ １４,２１6 ２0１,867

南 部 ２,67２ ＊ ＊ ＊ ＊ ２,67２

守 山 ４３0 ＊ １,79５ ＊ ＊ ２,２２５

甲 賀 ２,３88 ＊ ＊ ＊ ＊ ２,３88

東近江 ３,４４0 ＊ ＊ ＊ ＊ ３,４４0

湖 東 ２,978 ＊ ３,１５9 ＊ ＊ 6,１３7

湖 北 977 ＊ ３,３３２ ＊ ＊ ４,３09

木之本 907 ＊ ＊ ＊ ＊ 907

高 島 7５0 ＊ ３,３87 ＊ ＊ ４,１３7

計 79,6２４ ２,6１５ １１,67３ １１9,9５４ １４,２１6 ２２8,08２

⑷　教育事業の状況 （単位：円）

科　　目 内 容 金 額

教 育 文 化 費

ハウジング祝い金 ２５３,6３8

職員生協ニュース 7１,8２0

感謝祭 １00,１6４

広 報 費 ハウジングカタログ等（業者負担有り） ３５３,000

合 計 778,6２２
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Ⅱ　決 算 報 告
貸　借　対　照　表

令和 ５ 年 ３ 月３１日　現在

資     　　　    産 負 債 及 び 資 本

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

（資産の部） 円 （負債の部） 円

Ⅰ 流 動 資 産 （１２8,１96,１79）Ⅲ 流 動 負 債 （５8,３9２,0３２）

現 金 90２,１89 買 掛 金 ３,１２8,５8３

預 金 １0５,１２５,86３ 未 払 金 ２５,9２４,9１9

商 品 券 ５,５４５,５0１ 預 り 金 ５３9,５7２

供 給 未 収 金 ５,77５,0４２ 保 険 料 預 り 金 ２４,１３５,５0２

貸 倒 引 当 金 △ 　89,３４３ ５,68５,699 配 当 預 り 金 ２,978,２80

未 収 金 6,98３,686 未 払 法 人 税 １8５,５00

立 替 金 ３0１,760 賞 与 引 当 金 １,４99,676

貯 蔵 品 ３0３,３0１ Ⅳ 固 定 負 債 （１５２,0３9 ）

棚 卸 仕 入 品 １,66４,５１0 退職給与引当金 １５２,0３9

仮 払 金 １,５４１,9４6 負 債 合 計 ５8,５４４,07１

前 払 金 １４１,7２４ （資本の部）

Ⅱ 固 定 資 産 （１8,6１9,１３５ ） Ⅴ 出 資 金 （１５,４１0,000 ）

建 物 附 属 設 備 7,87２,9１0 出 資 金 １５,４１0,000

車 両 運 搬 具 ２,067,４90 Ⅵ 剰 余 金 （7２,86１,２４３ ）

器 具 備 品 １２,0１9,006 法 定 準 備 金 １0,１00,000

減価償却累計額 △１7,２0２,１２１ ４,7５7,２8５ 任 意 積 立 金 ５7,000,000

関係団体出資金 ５１0,000 当期未処分剰余金 ５,76１,２４３

電 話 加 入 権 １,３0１,8５0 資 本 合 計 88,２7１,２４３

保 証 金 １２,0５0,000

合　計 １４6,8１５,３１４ 合　計 １４6,8１５,３１４
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損　益　計　算　書
自　令和 ４ 年 ４ 月 １ 日
至　令和 ５ 年 ３ 月３１日

科 目 金　　　　　　　　額
内　　　訳 合　　　　計

円 円

１　供 給 高 ２76,３90,３２４

⑴　供 給 高 ２２8,08２,66４

⑵　手 数 料 収 入 ４8,３07,660

２ 　供 給 原 価 １8４,４08,４07

⑴　期 首 商 品 棚 卸 高 ４,8４8,５9３

⑵　仕 入 高 １8１,２２４,３２４

⑶　期 末 商 品 棚 卸 高 １,66４,５１0

供 給 総 利 益 9１,98１,9１7

３ 　管 理 費 90,0１２,060

⑴　人 件 費 70,１２１,0１0

⑵　物 件 費 １9,89１,0５0

事 業 損 益 １,969,8５7

４ 　事 業 外 収 益 １6,５67

⑴　受 取 利 息 １,7５7

⑵　受 取 配 当 金 ５,8５0

⑶　雑 収 入 8,960

５ 　事 業 外 費 用 68,666

⑴　雑 損 失 68,666

事 業 外 損 益 △ ５２,099

経 常 利 益 １,9１7,7５8

6 　特 別 収 益 １0３,１５１

⑴　貸 倒 引 当 金 戻 入 １0３,１５１

税 引 前 当 期 剰 余 金 ２,0２0,909

法 人 税 等 １86,9５9

当 期 剰 余 金 １,8３３,9５0

前 期 繰 越 剰 余 金 ３,9２7,２9３

当 期 未 処 分 剰 余 金 ５,76１,２４３
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【注記事項】
1 　重要な会計方針
⑴　棚卸資産の評価基準および評価方法

売店等一般商品　売価還元法による原価
切手印紙等　　　売価額（最終仕入価額と同額）
食堂原材料　　　最終仕入価格法

⑵　固定資産の減価償却の方法
有形固定資産� 定率法　法人税法に基づく耐用年数・計算方法によります。
　　　　　　　　　　　　間接法で表記しています。

⑶　引当金の計上基準
　　貸倒引当金　　　法人税法に定める限度額（法定繰入率）を計上しています。
　　退職給与引当金　�平成28年４月から中小企業退職金共済制度（中退共）に外部積み立てをして

います。
　　　　　　　　　　過去勤務掛金額は、期末現在�9,157,348円の残高となっています。
　　未払法人税等　　本年度は均等割りのみの支払いで計上しています。
　　賞与引当金　　　翌期に支払う夏賞与の４ヶ月分相当額を計上しています。

2 　損益計算書の注記事項
⑴　法人税等

利息の源泉分および県民税及び市町村税の均等割りのみ計上されています。源泉分は令和５年
度還付され雑収入とされます。

⑵　貸倒償却
会計基準により、特別損失から事業経費に表示を変更しました。

⑶　賞与引当金繰入
会計基準により、特別損失から事業経費に表示を変更しました。
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貸借対照表の科目の説明

科                 目 科                 目
（資産の部） （負債の部）

Ⅰ　流動資産 Ⅲ　流動負債

現金 釣り銭、〆後の売上現金 買掛金 ３ 月分仕入代金未払額

預金 通常取引による売上金等 未払金 ３ 月分パート賃金、諸経
費未払額JAレーク滋賀等の累計額

商品券 回収JTBギフト券、
リフレッシュ旅行券

預り金 職員源泉税、社会保険料等

保険料預り金 グループ保険 ３ 月分等、
団体扱い生命保険料供給未収金 物資代金月賦未収金

貸倒引当金 繰入れ限度額 配当預り金 出資配当金振替後端数

未収金 手数料収入等次月精算分 未払法人税 法人税の均等割金額

立替金 JR定期立替購入 賞与引当金 6 月賞与の ４ ヶ月分

貯蔵品 切手等事務用期末在高

棚卸仕入品 売店商品等期末在高 Ⅳ　固定負債

前払金 PCセキュリティー残分 預り保証金

退職給付引当金 職員の年度末要支給額

Ⅱ　固定資産 （資本の部）

建物附属設備 店舗間仕切り等設備 Ⅴ　出資金

車両運搬具 業務用自動車 １ 台 出資金 組合員総出資金額

器具備品 業務用・事務用備品

減価償却累計額 上記法定償却の累計額 Ⅵ　剰余金

関係団体出資金 日本生活協同組合連合会等 
出資金累計額

法定準備金 総出資金額の １ / ２ 以上
を積立てる。

電話加入権 本部・各支部の累計額 任意積立金 経営基盤強化のため任意
に積立てる。保証金 旅行業端末への情報保証金

当期未処分剰余金 定款第7４条による前年度
剰余金の ５ ％以上を繰越
しした教育事業繰越金の
額を含む。

資　産　合　計 負債・資本合計
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Ⅲ　 剰余金処分（案）

１．当期未処分剰余金  ５,76１,２４３円

　⑴　当期剰余金 １,8３３,9５0円

　⑵　前期繰越剰余金   ３,9２7,２9３円

２．次期繰越剰余金  ５,76１,２４３円

　剰余金処分案に関する注記

　　 　次期繰越剰余金には、消費生活協同組合法第５１条の ４ および定款第7４条に定める教育

事業繰越金３00,000円が含まれています。
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附 属 明 細 書
⑴　出資金の状況
出資金明細表 （単位：円）

区　分 期首現在額 当期増加額 当期減少額 期末現在額 備　考
出 資 金 １５,6４0,000 ５１8,000 7４8,000 １５,４１0,000
法 定 準 備 金 １0,１00,000 0 0 １0,１00,000
出 資 配 当 金 0 0 0 0
任 意 積 立 金 ５7,000,000 0 0 ５7,000,000

合　計 8２,7４0,000 ５１8,000 7４8,000 8２,５１0,000

⑵　固定資産の状況
①固定資産明細表 （単位：円）

資産の種類
取　得　価　格

当期償却額
減価償却

引当金累計額
期末未償却
残　　　高期首現在額 当期増加額 当期減少額 期末現在額

有
形
資
産

建物附属設備 7,87２,9１0 0 0 7,87２,9１0 ４09,77２ ３,４５４,6５9 ４,8２8,0２３

車両運搬具 ２,067,４90 0 0 ２,067,４90 0 ２,067,４89 １

器 具 備 品 １２,0１9,006 0 0 １２,0１9,006 ４２6,80２ １１,679,97３ 76５,8３５

合　計 ２１,9５9,４06 0 0 ２１,9５9,４06 8３6,５7４ １7,２0２,１２１ ５,５9３,8５9

そ
の
他
資
産

関係団体出資金 ５１0,000 0 0 ５１0,000 − − −

電話加入権 １,３0１,8５0 0 0 １,３0１,8５0 − − −

保 証 金 １２,070,000 0 ２0,000 １２,0５0,000 − − −

合　計 １３,88１,8５0 0 ２0,000 １３,86１,8５0 − − −

②関係団体等出資金明細表 （単位：円）

出　　資　　先 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
日 本 生 活 協 同 組 合 連 合 会 ３90,000 0 0 ３90,000
日 生 協 賀 川 教 育 基 金 ２0,000 0 0 ２0,000
滋賀県生活協同組合連合会 １00,000 0 0 １00,000

合　　　計 ５１0,000 0 0 ５１0,000

⑶　引当金の状況
引当金明細表 （単位：円）

出　　資　　先 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
貸 倒 引 当 金 １0３,１５１ 89,３４３ １0３,１５１ 89,３４３
賞 与 引 当 金 １,２7１,6２7 １,４99,676 １,２7１,6２7 １,４99,676
退 職 給 与 引 当 金 １１,70２,96３ １５２,0３9 １１,70２,96３ １５２,0３9
未 払 法 人 税 等 １8５,５00 １8５,５00 １8５,５00 １8５,５00

合　　　計 １３,２6３,２４１ １,9２6,５５8 １３,２6３,２４１ １,9２6,５５8
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⑷　管理費および諸経費明細書 （単位：円）

科 目 内 訳 合 計 備　　考
１ 人 件 費 70,１２１,0１0

⑴ 職 員 給 与 ２7,１79,900 6 名（嘱託員 １ 名含む）

⑵ 定 時 職 員 給 与 ２9,５66,698 ２２名

⑶ 退 職 給 付 費 用 ５,３３7,9２7 

⑷ 法 定 福 利 費 6,５３6,809 

⑸ 賞与引当金繰入額 １,４99,676 

２ 物 件 費 １9,89１,0５0

⑴ 教 育 文 化 費 ４２５,6２２ 生協ニュース

⑵ 広 報 費 ３５３,000 チラシ等

⑶ 研 修 費 ５,000 保険資格試験等

⑷ 印 刷 製 本 費 １１４,４00 諸用紙印刷

⑸ 会 議 費 ２１３,6５５ 総代会経費等

⑹ 使 用 料 ５76,５8５ 販売機等設置、通行料、ダスキン等

⑺ リ ー ス 料 ５08,960 たびネット端末等

⑻ 通 信 費 １,77４,５５6 直通電話、IT関連、宅配等

⑼ 水 道 光 熱 費 ４,077,8３6 各施設電気ガス水道等

⑽ 保 険 料 １２５,３２0 業務用自動車任意保険等

⑾ 燃 料 費 １0３,808 業務用自動車軽油代

⑿ 修 繕 費 ２３7,２7４ 車検、その他備品修理

⒀ 施 設 管 理 費 １１５,000 害虫駆除等

⒁ 消 耗 雑 費 １,8１２,４89 事務用品、業務用品

⒂ 旅 費 9１,４２6 出張旅費

⒃ 諸 会 費 １５３,５00 日生協、県連等

⒄ 負 担 金 0 他団体主催会議等

⒅ 契 約 料 １５0,000 JTB西日本

⒆ 報 償 費 １５,４90 慶弔他

⒇ 業 務 委 託 料 99４,0２9 委託料、連合共同運営費

㉑ 減 価 償 却 費 8３6,５7４ 備品償却

� 租 税 公 課 １88,976 事業税印紙税等

� 支 払 手 数 料 ３,900,0１6 送金・カード手数料等

� IT 関 連 保 守 料 ２,76１,800 IT関連

� 販 促 費 ２１0,79４ たび販売促進費

� 棚 卸 評 価 損 ５５,５97 

� 貸 倒 引 当 金 繰 入 89,３４３ 

計 90,0１２,060
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【主な勘定科目明細表】
⑴　現金明細表 （単位：円）

期首現在額 当期増加額 当期減少額 期末現在額

現金（釣銭用） 790,000 ０ １00,000 690,000

現金（締め後） ２68,70５ 70,7２8,87１ 70,78５,３87 ２１２,１89

計 １,0５8,70５ 70,7２8,87１ 70,78５,３87 90２,１89

⑵　預金等明細表 （単位：円）

区 分 金 額 備 考

普 通 預 金 ４５,１２５,86３ 滋賀銀行　県庁支店 １7,２8１,３１１

〃 ２４,２76,４6３

〃 １,07４,２４１

〃 70４,7３6

〃 ２１,５２0

〃 ４6,３88

〃 ３５,0１４

〃 １２,79１

長浜支店 776,３66

水口支店 ４３9,7２8

近畿労働金庫　大津支店 ４５7,３0５

長 期 定 期 預 金 60,000,000 JAレーク滋賀　打出浜支店　 １年 ２0,000,000

JAレーク滋賀　打出浜支店 １年 ４0,000,000

合 　 　 計 １0５,１２５,86３

⑶　供給未収金明細表 （単位：円）

区 分 金 額 備 考

組 合 員 給 与 引 分 977,866

売 店 団 体 分 68,５３9

旅 行 あ っ 旋 １,60３,6１6

例 規 追 録 ３6,696

クレジットカード利用 ３,088,３２５

合 計 ５,77５,0４２

21−　　−



⑷　未収金明細表 （単位：円）

区 分 金 額 備 考

指定店（ハウジング）手数料 １,３6４,２66

乳飲料自販機手数料 ５6,70３

団 体 保 険 手 数 料 １,6４7,４５１

そ の 他 ３,9１５,２66

合 計 6,98３,686

⑸　棚卸資産明細表 （単位：円）

区 分 金 額 備 考

売 店 １,１４２,１9４

回数券・バス回数券等 ３7,000

印 紙 ・ 切 手 類 １５３,60３

名 刺 １00,69１

食 堂 ２３１,0２２

合 計 １,66４,５１0

貯 蔵 品 ３0３,３0１

合 計 ３0３,３0１
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⑹　買掛金明細表 （単位：円）

区 分 金 額 備 考

山 崎 製 パ ン ㈱ 77５,89２  ３ 月仕入分

社会就労事業振興センター ４79,３３6  〃

㈱ エ ス サ ー フ ２１9,５98 〃

木 村 文 具 ２１３,１１１ 〃

山 大 商 事 ㈱ １４6,５9４ 〃

U C C １３４,３9５ 〃

滋賀県（農業技術振興センター） １３２,５00 〃

そ の 他 ３２ 件 １,0２7,１５7 〃

合 計 ３,１２8,５8３

⑺　未払金明細表 （単位：円）

区 分 金 額 備 考

人 件 費 １9,8４8,２１6 ３ 月分パート賃金、退職金他

物 件 費 6,076,70３ ３ 月分諸経費

合 計 ２５,9２４,9１9

⑻　預り金明細表 （単位：円）

区 分 金 額 備 考

預 り 金 ５３9,５7２ 職員源泉税、社会保険料等

保 険 料 預 り 金 ２４,１３５,５0２ 団体扱い生命保険料

配 当 預 り 金 ２,978,２80 出資配当金端数分

合 計 ２7,6５３,３５４
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資料 1
比 較 損 益 計 算 書

自　令和 ４ 年 ４ 月 １ 日
至　令和 ５ 年 ３ 月３１日

（単位：円）

科 目 令和４年度 令和３年度 前年度比 増　　　減

１ 　総 供 給 高 ２76,３90,３２４ ２１8,09２,698 １２6.7% ５8,２97,6２6

⑴　供 給 高 ２２8,08２,66４ １66,6５２,6４３ １３6.9% 6１,４３0,0２１

⑵　手 数 料 収 入 ４8,３07,660 ５１,４４0,0５５ 9３.9% △ ３,１３２,３9５

２ 　供 給 原 価 １8４,４08,４07 １３0,769,6３２ １４１.0% ５３,6３8,77５

⑴　期首商品棚卸高 ４,8４8,５9３ 6,0３４,9３6 80.３% △ １,１86,３４３

⑵　仕 入 高 １8１,２２４,３２４ １２9,５8３,２89 １３9.9% ５１,6４１,0３５

⑶　期末商品棚卸高 １,66４,５１0 ４,8４8,５9３ ３４.３% △ ３,１8４,08３

供 給 総 利 益 9１,98１,9１7 87,３２３,066 １0５.３% ４,6５8,8５１

３ 　管 理 費 90,0１２,060 89,２４9,966 １00.9% 76２,09４

⑴　人 件 費 70,１２１,0１0 69,90３,５３１ １00.３% ２１7,４79

⑵　物 件 費 １9,89１,0５0 １9,３４6,４３５ １0２.8% ５４４,6１５

事 業 損 益 １,969,8５7 △ １,9２6,900 - ３,896,7５7

４ 　事 業 外 収 益 １6,５67 ５,6２9,３２8 0.３% △ ５,6１２,76１

⑴　受 取 利 息 １,7５7 ２１,４9１ 8.２% △ １9,7３４

⑵　受 取 配 当 金 ５,8５0 ５,8５0 １00.0% 0

⑶　雑 収 入 8,960 ５,60１,987 0.２% △ ５,５9３,0２7

５ 　事 業 外 費 用 68,666 9１,２１４ 7５.３% △ ２２,５４8

⑴　雑 損 失 68,666 9１,２１４ 7５.３% △ ２２,５４8

事 業 外 損 益 △ ５２,099 ５,５３8,１１４ - △ ５,５90,２１３

経 常 利 益 １,9１7,7５8 ３,6１１,２１４ ５３.１% △ １,69３,４５6

6 　特 別 収 益 １0３,１５１ 60４,４３４ １7.１% △ ５0１,２8３

⑴　貸倒引当金戻入 １0３,１５１ 87,7２２ １１7.6% １５,４２9

⑵　賞与引当金戻入 0 ５１6,7１２ - △ ５１6,7１２

税 引 前 当 期 剰 余 金 ２,0２0,909 ４,２１５,6４8 ４7.9% △ ２,１9４,7３9

法 人 税 等 １86,9５9 １89,98２ 98.４% △ ３,0２３

当 期 剰 余 金 １,8３３,9５0 ４,0２５,666 ４５.6% △ ２,１9１,7１6

前 期 繰 越 剰 余 金 ３,9２7,２9３ △ 98,３7３ - ４,0２５,666

当 期 未 処 分 剰 余 金 ５,76１,２４３ ３,9２7,２9３ １４6.7% １,8３３,9５0
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資料 2
管理費および諸経費の前年度比較

（単位：円）

科 目 令和４年度 令和３年度 前年度比 増　　　減

１ 人 件 費 70,１２１,0１0 69,90３,５３１ １00.３% ２１7,４79

⑴ 職 員 給 与 ２7,１79,900 ３５,４69,698 76.6% △ 8,２89,798

⑵ 定 時 職 員 給 与 ２9,５66,698 ２５,２7２,790 １１7.0% ４,２9３,908

⑶ 退 職 給 付 費 用 ５,３３7,9２7 660,000 808.8% ４,677,9２7

⑷ 法 定 福 利 費 6,５３6,809 7,２２9,４１6 90.４% △ 69２,607

⑸ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 １,４99,676 １,２7１,6２7 １１7.9% ２２8,0４9

２ 物 件 費 １9,89１,0５0 １9,３４6,４３５ １0２.8% ５４４,6１５

⑴ 教 育 文 化 費 ４２５,6２２ ３２１,１５0 １３２.５% １0４,４7２

⑵ 広 報 費 ３５３,000 ３6４,２6３ 96.9% △ １１,２6３

⑶ 研 修 費 ５,000 0 - ５,000

⑷ 印 刷 製 本 費 １１４,４00 １１３,４70 １00.8% 9３0

⑸ 会 議 費 ２１３,6５５ １8４,２１４ １１6.0% ２9,４４１

⑹ 使 用 料 ５76,５8５ ５88,１３8 98.0% △ １１,５５３

⑺ リ ー ス 料 ５08,960 86１,9２6 ５9.0% △ ３５２,966

⑻ 通 信 費 １,77４,５５6 １,7５２,４8３ １0１.３% ２２,07３

⑼ 水 道 光 熱 費 ４,077,8３6 ２,6１２,４00 １５6.１% １,４6５,４３6

⑽ 保 険 料 １２５,３２0 １１１,１70 １１２.7% １４,１５0

⑾ 燃 料 費 １0３,808 98,４４５ １0５.４% ５,３6３

⑿ 修 繕 費 ２３7,２7４ ２8５,２２6 8３.２% △ ４7,9５２

⒀ 施 設 管 理 費 １１５,000 １１５,000 １00.0% 0

⒁ 消 耗 雑 費 １,8１２,４89 １,8５５,96４ 97.7% △ ４３,４7５

⒂ 旅 費 9１,４２6 6３,6５6 １４３.6% ２7,770

⒃ 諸 会 費 １５３,５00 １５8,５00 96.8% △ ５,000

⒄ 報 償 費 １５,４90 ３0,５２１ ５0.8% △ １５,0３１

⒅ 契 約 料 １５0,000 １8１,8１9 8２.５% △ ３１,8１9

⒆ 業 務 委 託 料 99４,0２9 １,２３４,7２6 80.５% △ ２４0,697

⒇ 減 価 償 却 費 8３6,５7４ １,１２9,6３0 7４.１% △ ２9３,0５6

� 租 税 公 課 １88,976 １87,096 １0１.0% １,880

� 支 払 手 数 料 ３,900,0１6 ３,770,３３２ １0３.４% １２9,68４

� IT関 連 保 守 料 ２,76１,800 ３,0１５,800 9１.6% △ ２５４,000

� 販 促 費 ２１0,79４ 0 - ２１0,79４

� 棚 卸 評 価 損 ５５,５97 ２07,３５５ ２6.8% △ １５１,7５8

� 貸 倒 引 当 金 繰 入 89,３４３ １0３,１５１ 86.6% △ １３,808

計 90,0１２,060 89,２４9,966 １00.9% 76２,09４
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Ⅳ　監査報告書
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第 2 号議案

令和 ５ 年度事業計画および収支計画（案）について
────────────────────────────────────────────

Ⅰ 事業計画

はじめに
  当生協は、消費生活協同組合法に基づく職域生協として、共同互助の精神に基づき、組合員の生活

の文化的経済的な改善向上を目指すなど、昭和５５年の設立以来、組合員の福利厚生事業の一翼を担っ

てきました。しかしながら、平成１7年度から続いた赤字決算と近年の新型コロナウイルス感染症拡大

のため、解散も検討しなければならない経営状況にありました。

　このため、不採算事業の整理・廃止や、令和３年度から始まった経営改善計画に基づく人件費の削

減などにより、一昨年度から経営が持ち直しつつあり、今年度はこの流れをより確実にする重要な年

度と位置づけています。

1 ．基本方針
⑴　福利厚生の一翼をしっかりと担うとともに、組合員から信頼され親しまれる生協を目指します。

⑵　組合員の声に耳を傾け、ニーズに応えた事業を展開します。

⑶　県の施策・事業との連携・協力に努めます。

2 ．部門別事業計画
⑴　売店事業

・ 県庁売店は、コンビニエンスストアのメリットを活かし、組合員のニーズに応える商品やサー

ビスを提供します。

・ 県内企業や共同作業所の商品、農業生産者、農業技術振興センター、農業大学校などの農産物

を積極的に販売します。

・ 地方売店は、売店間のネットワークを整え、品揃えを充実します。また、地元特産品の販売に

努めます。

・ レジ袋や食品ロスの削減など、環境にやさしい取組を推進します。

    

⑵　物資あっ旋事業

・ 組合員のニーズにあった商品を定期的に提供します。

・ 全国の職域生協から紹介を受けた各地の名産品をあっ旋するとともに、地酒をはじめとする県

内の特産品を積極的に取扱います。
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⑶　指定店事業

・  指定店は、次に掲げるとおりです。組合員に魅力ある指定店を積極的に増やします。 

＜新築・マンション＞　　住宅・マンションメーカー 9 社

＜リ フ ォ ー ム＞　　Jルーフ（屋根修理）

＜紳 士 服 等＞　　洋服の青山・紳士服のAOKI

＜電 化 製 品＞　　上新電機 ㈱（Joshin web）

＜クレジットカード＞　　三井住友カード ㈱

＜食 料 品 等＞　　社内販売ネット ㈱

＜墓  石＞　　須藤石材 ㈱

＜自 動 車 下 取 り＞　　㈱ JCM

＜そ の 他＞　　損保ジャパン（新車割引制度）

⑷　販売サービス事業

・ 名刺は、観光、国体、SDGsなど県政のPRに資する図案やヨシ紙を採用するなど、組合員に活

用してもらいやすいものを提供します。

・ 名刺等の印刷は、障害者の就労を支援するため、NPO法人滋賀県社会就労事業支援センター

に発注します。

⑸　利用事業（食堂）

・ 日替わり定食を中心に栄養バランスに配慮した献立を提供します。

・ 食材には、環境こだわり農産物をはじめとする県産品の利用に努めます。

・ 原価率の引き下げと経費の節減に努めます。

・ 庁内LAN掲示版に週間メニューを掲載し利用者の増加を図るとともに、案内看板の設置や庁

舎周辺へのビラ配布等を行い、員外利用も増加させます。

⑹　その他事業（保険・委託事業）

・ グループ保険は、加入者数、加入率が減少傾向にあるため、保障内容等の充実を図るとともに、

若年層の新規加入や途中脱退の防止に重点的に取り組みます。また、割安な保険料で大きな保

障が得られるメリットを周知し、未加入者には加入を、加入者には保障内容の充実を､ 退職組

合員には継続を勧めます。

・ 生命保険料が割安になる「団体扱い」を未利用者に周知します。

・ 公務員賠償責任保険をはじめとする損害保険の加入者の増加に努めます。

・ 県からの各種受託事業は、適正に執行します。

⑺　その他

・ 組合員の加入促進

新規採用者研修会などにおいて、生協事業のメリットを説明し、加入を促します。
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・ 広報宣伝活動

生協ニュースは、読みやすく親しみのある紙面にします。また、庁内LAN掲示版を活用し最

新の情報を提供するとともに、LINEについては、登録者を増やし、有益な情報をタイムリー

に提供します。さらに、ホームページの全面改修について他府県庁生協の例を参考に検討しま

す。

・ 職員研修

組合員サービスの向上と経営の改善を図るため、研修会を開催するとともに、日本生活協同組

合連合会等の研修や講座等へ職員を積極的に参加させます。

・ 関係機関との連携

日本生活協同組合連合会をはじめ滋賀県生活協同組合連合会、全国府県庁生協連絡協議会、他

府県庁生活協同組合などと連携・交流を深め、事業運営に活かします。

3 ．経営改善
⑴　経営改善計画について

  「経営改善の方策について」の令和 ４ 年度における計画と実績の比較、これに基づく収支予

測の修正等を行い、理事会において計画の実効性を検証のうえ、中間見直しを行います。なお、

見直しによりがたい場合は、新たな計画を策定します。

⑵　業務執行体制の検討

　パート職員以外の職員について、平成３0年度 9 名の在籍であったものが、事業の縮小や廃止

と、これにあわせた希望退職の実施と定年退職者等の不補充により、令和 ５ 年度には ３ 名に減

少していることから、パート職員を含めた人員体制と業務量について検討し、今後の業務執行

体制を整えます。
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Ⅱ　収支計画　　
（令和 ５ 年 ４ 月 １ 日　～　令和 6 年 ３ 月３１日）

収入の部 （単位：千円）

科 目 計画額 前年度実績 比較増減 計画額の内訳 前年度実績
売 店 事 業 8１,07５ 80,２２３ 8５２ 売 店 供 給 80,５２0 79,6２４

同 手 数 料 ５５５ ５99

物 資 あ っ 旋 ３,３08 ３,86５ △ ５５7 あ っ 旋 供 給 ３,３00 ３,8５8

事 業 同 手 数 料 8 7

指 定 店 事 業 １,806 ４,0４9 △ ２,２４３ 指 定 店 供 給 0 0

同 手 数 料 １,806 ４,0４9

販 売 サ ー ビ ス ２,6２４ ２,676 △ ５２ 回 数 券・ 切 手 ５３１ 68１

事 業 同 手 数 料 ４8 60

名 刺 印 刷 ２,0４５ １,9３５

同 手 数 料 0 0

利 用 事 業 １２,２67  １２,２87  △ ２0  地 方 食 堂 供 給 １１,6４５ １１,67４

自 販 機 手 数 料 6２２ 6１３

そ の 他 事 業 ５４,２１４  ５２,60５  １,609  団体保険手数料 ３0,88１ ３0,89２

例 規 追 録 取 扱 １0,３５6 １0,３５6

職 員 会 館 委 託 １１,５00 9,96３

管 理 事 業 収 入 １,４77 １,３9４

事 業 収 入 合 計 １５５,２9４  １５５,70５  △ ４１１ 

支出の部 （単位：千円）

科 目 計画額 前年度実績 比較増減 供給原価 人件費 物件費

売 店 事 業 78,6１１ 79,３7２ △ 76１ ５４,7３５ １２,6３8 １１,２３8

物 資 あ っ 旋 事 業 ３,５07 ３,４５7 ５0 ２,80５ 700 ２

指 定 店 事 業 １70 607 △ ４３7 0 0 １70

販売サービス事業 ３,５8３ ２,５68 △ １,0１５ ２,３00 １,２8２ １

利 用 事 業 １7,679 １6,５１２ １,１67 6,１7２ 9,0５４ ２,４５３

そ の 他 事 業 ４7,４２３ ５２,80５ △ ５,３8２ 8,２8４ ３５,３２５ ３,8１４

事 業 支 出 合 計 １５0,97３ １５５,３２１ △ ４,３４8 7４,２96 ５8,999 １7,678

事 業 剰 余 金 ４,３２１ ３8４ ３,9３7 
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第 3 号議案

定款の一部改正（案）について
──────────────────────────────────────────

定款の一部を下記のとおり改正します。

記

1 　改正の理由
旅行業に関する事業の廃止に伴い、定款の一部を改正するものです。

2 　改正の内容
旅行業に関する事業に係る箇所を削除するものです。
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第 4 号議案

役員の改選について
──────────────────────────────────────────

　役員の任期満了に伴う選挙において、届出のあった候補者が、当該選挙すべき定数を超え

なかったので、役員選挙規約第 6 条第 ２ 項に基づき、次のとおり承認を求めます。

１  　選挙すべき役員の定数は、定款第１8条に定める範囲内で、理事会において次のとおり定め

られています。

　　　　理事　　　　１５人

　　　　監事　　　　 ３ 人

２ 　役員候補者は、別紙のとおりです。

　＜参　考＞

　役員選挙規約（抜粋）

　（選挙の方法）

　第 6 条　役員の選挙は、役員選挙管理委員会を設置し、無記名投票により行う者とする。

  ２  　役員候補者が選挙すべき役員の定数を超えないときは、前項の規定に係わらず投票を 

省略して、総代会の承認を得ることにより役員を選出することができる。
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